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平成 30 年度国民健康保険料（税）率等の状況について 

 

１ 国保料（税）率等の状況 

（１）改定区分別の市町村数 

 

 

   ※上記区分が混在（所得割は引上げ、均等割は引下げ等）する市町村もあるた 

め、市町村の総括的な判断に基づく集計 

 

（２）改定率等の増減範囲別の市町村数［医療分のみ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　　分 計

市町村数 14 (18.2%) 43 (55.8%) 20 (26.0%) 77

引下げ 据置き 引上げ

 

市町村数 市町村数

△1％以上 1 △10％以上 1

△0.5％以上～
△1％未満

2
△5％以上～
△10％未満

5

△0.5％未満 3 △5％未満 4

据置き 47 据置き 46

0.5％以下 14 0.8％以下 1

0.5％超～
1％以下

6
0.8％超～
1.6％以下

1

1％超 4 1.6％超 1

市町村数 市町村数

△8,000円以上 1 △6,000円以上 1

△4,000円以上～
△8,000円未満

1
△3,000円以上～
△6,000円未満

1

△4,000円未満 1 △3,000円未満 3

据置き 54 据置き 53

1,500円以下 13 1,500円以下 10

1,500円超～
3,000円以下

4
1,500円超～
3,000円以下

4

3,000円超 3 3,000円超 5

区　　分

引下げ 引下げ

引上げ 引上げ

【資産割】　［５９市町村］

区　　分

引下げ

引上げ

【均等割】　［７７市町村］ 【平等割】　［７７市町村］

引下げ

引上げ

区　　分

【所得割】　［７７市町村］

区　　分

資料２ 
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（３）引上げ・引下げの主な理由［各市町村において主たる理由として回答されたもの］ 

 

 

 

 

 

 

    ■引上げの主な理由   

○被保険者数の減少のため。  ○基金残高の減少のため。 

■引下げの主な理由 

○資産割を廃止したため。  ○決算剰余金を活用したため。 

（４）据置きの主な理由   

○平成 29 年度に税率改定を行ったため。 

○現行税率でも平成 30 年度予算の執行が可能と見込まれるため。 

○平成 29 年度決算で剰余金が見込まれたため。 

○納付金額の動向等を見ながら、改定していく予定であるため。 

○平成 30 年度の制度改正に伴う負担を極力抑えるため。 

 

２ 算定方式の変更状況［市町村数］ 

  ■医療分［保険給付費に充てるもの］ 

 

 

 

 

  ■後期分［後期高齢者支援金に充てるもの］ 

 

 

 

 

  ■介護分［介護納付金に充てるもの］ 

 

 

 

 

■引上げ・引下げの主な理由

理　　　　由 引上げ 引下げ 計

納付金制度の導入 13 9 22

 医療費の自然増の影響 2 0 2

財政調整基金の積み立て・取崩し 0 2 2

所得の減少・増加 2 0 2

その他 3 3 6

計 20 14 34

 

74 

3

H29年度

 

59 

18 

H30年度

 

71 

4 2 
H29年度

 

71 

6 

H29年度

4 方式から 

3 方式へ 

15 市町村が

変更 

 

57 

18 

2 
H30年度

 

57 

20 

H30年度

☆算定方式とは 
  

国保料（税）の算定には、次の

４つの要素がある。 

 ①所得割 

  被保険者の所得によるもの 

 ②資産割 

  固定資産税額によるもの 

 ③均等割 

  被保険者数によるもの 

 ④平等割 

  世帯単位によるもの 
 
【方式（組み合わせ）】 

○４方式 

上記①～④ 

○３方式 

上記①③④ 

○２方式 

上記①③ 

4 方式から 

3 方式へ 

14 市町村が

変更 

4 方式から 

3 方式へ 

14 市町村が

変更 

凡例⇒  4 方式、  3 方式、  2 方式 
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３ 直近の国保料（税）率等の改定（引上げ）年度 ＜77 市町村＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 平成 30 年度国保料（税）率等の議決時期 ＜34 市町村＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19

15

H30年度国保料（税）率改定

議決時期別市町村数

【凡例】 

平成 30 年 3 月議会 

平成 30 年 6 月議会 






